
<<　総括表　>> (単位：円)

　　資　産　の　部

本年度末 前年度末 増　　減

　固　定　資　産 11,522,100,237 11,951,887,389 △ 429,787,152

 有 形 固 定 資 産 8,165,875,943 8,327,443,362 △ 161,567,419

土 地 1,220,477,781 1,220,477,781 0

建 物 5,707,516,085 5,631,642,631 75,873,454

構 築 物 312,225,364 348,938,215 △ 36,712,851

教 育 研 究 用 機 器 備 品 250,540,501 305,822,859 △ 55,282,358

図 書 632,615,159 631,620,148 995,011

建 設 仮 勘 定 0 147,420,000 △ 147,420,000

そ の 他 42,501,053 41,521,728 979,325

 特定資産 2,604,000,000 2,614,000,000 △ 10,000,000

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産 2,100,000,000 2,100,000,000 0

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 504,000,000 514,000,000 △ 10,000,000

 その他の固定資産 752,224,294 1,010,444,027 △ 258,219,733

長 期 貸 付 金 497,252 1,200,846 △ 703,594

有 価 証 券 及 び 定 期 預 金 705,550,000 955,550,000 △ 250,000,000

そ の 他 46,177,042 53,693,181 △ 7,516,139

 流　動　資　産 1,979,635,524 1,703,484,582 276,150,942

現 金 預 金 1,904,447,519 1,548,665,142 355,782,377

未 収 入 金 69,510,442 146,490,726 △ 76,980,284

短 期 貸 付 金 60,144 2,629,347 △ 2,569,203

そ の 他 5,617,419 5,699,367 △ 81,948

13,501,735,761 13,655,371,971 △ 153,636,210

　　負債の部，純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

 固　定　負　債 837,237,322 958,360,468 △ 121,123,146

長 期 借 入 金 333,330,000 444,440,000 △ 111,110,000

退 職 給 与 引 当 金 503,907,322 513,920,468 △ 10,013,146

 流　動　負　債 479,664,158 430,443,511 49,220,647

短 期 借 入 金 111,110,000 111,110,000 0

前 受 金 224,251,900 221,541,400 2,710,500

そ の 他 144,302,258 97,792,111 46,510,147

1,316,901,480 1,388,803,979 △ 71,902,499

 基　本　金 13,556,674,321 13,668,516,353 △ 111,842,032

第 １ 号 基 本 金 13,391,674,321 13,503,516,353 △ 111,842,032

第 ４ 号 基 本 金 165,000,000 165,000,000 0

13,556,674,321 13,668,516,353 △ 111,842,032

 繰越収支差額 △ 1,371,840,040 △ 1,401,948,361 30,108,321

翌年度繰越収支差額 △ 1,371,840,040 △ 1,401,948,361 30,108,321

12,184,834,281 12,266,567,992 △ 81,733,711

13,501,735,761 13,655,371,971 △ 153,636,210

（注） 　１．千円未満は個々に四捨五入している
　２．減価償却累計額の合計額　5,240,885,936円（前年度5,167,191,822円）
　３．徴収不能引当金計上額 21,790,425円（未収入金等の徴収不能に備えるため）
　４．担保に供されている資産  土地: 379,969,555円 建物:3,257,763,694円
　５．退職給与引当金の額の算定方法は，期末要支給額399,892,160円の100％を基にして，私立大学退職金
　　　財団掛金・交付額との差額を加減した金額を計上している
　６．通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースはない
　７．減価償却引当資産・退職給与引当特定資産及び有価証券のうち、有価証券保有金額は3,204,550,000円で、
　　年度末の時価総額は3,200,685,000円であり、計上総額より時価額が3,865,000円下回っている
　８．有価証券は取得価格で評価するが、期末日の時価が取得価格より30％以上下落し、かつその回復の可能性を
　　合理的に説明出来ない場合は、その時価を取得価格とする
　９．本学園が債務保証を行っているものはない
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